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1C20 公設 試 政策の変遷と 今後の課題 

0 佐脇政孝睦総 W) 

1 . はじめに 

公設試験研究機関 ( 以下、 公設 試と 記述する ) は、 地方公共団体が 地域の産業振興や 生 

活 環境の改善のために、 技術的知識を 直接的に生産し、 提供する科学技術施策であ り、 予 

算べ ー スで見ると都道府県が 実施する科学技術関連施策の 中でも主要なものとなっている   

平成 11 年度の都道府県立の 工業系の公設 試 0 いわゆる工業技術センタ 一など ) の活動 

について行った 分析では、 技術職員の規模の 小さい公設 試 で、 大きな調査研究費による 研 

究 開発活動を行 うと 、 技術職員の人的リソースの 配分が困難であ ることから、 研究開発成 

果が大きくならない 一方で、 技術指導などの 企業支援事業のパフオーマンスも 低下すると 

いう状況が見られた ') 。 公設計にとって 研究開発が重要な 機能であ ることは論を 待たない 

が、 以前から何のための 研究開発なのかという 問題が指摘されているところであ る。 

本稿は、 公設 試 における研究開発活動の 位置 表 1  公設試の業務分類 

づけがどのように 変遷してきたのかを、 公設 試 

に 関連する政策の 状況やひくつかの 数値データ 

から分析・考察するものであ る。 

2, エ案 系 公設試の業務分類 

一般に工業系公設試の 主な任務は 、 大きく 3 

つに区分できる ( 表 1 )0 

第一の区分は 技術の直接開発を 目的とした 

「研究開発活動」 であ る。 第二の区分は 技術 指 

導や依頼試験など 企業の技術開発支援であ 
る 。 第三は具体的な 課題や問題点に 対して 

                  loo・ 

対応するのではなく、 人材育成や情報提供 

など 中 ・長期的に地域企業の 技術力向上を 
a. 研究 弗尭 

b. 技脩相較 
図っていく事業であ る。 

c. 技 桐指 穂 

3. 公設計における 研究開発の位置づけ d. 依頼 棋轄 ・分析 

こうした業務を 公設 試 はどのように 位置 e. 扶 枝枝帝の開放 

づけているのか。 中小企業庁が 2005  年 5 f. 技 作柄 傍 ， 括胃会 

月から 6 月に実施したアンケート 調査 ( 都 (N=79) 9. 研 傍生王八 

道府県立の工業系公設 試 83 機関が回答。 
以下、 公設計アンケートと 表記 ) 2) の結果 図 1  公設 試 が力を入れている 機能 

を見ると、 ほとんどの公設 試が 「研究開発」 出所     中小企業庁が 実施した公設計アンケート 

「技術相談」「技術指導」に 力を入れている (2005.06) 結果 よ り 
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と 回答している ( 図 Ⅰ ) 。 

公設 試 が研究開発に 取り組む理由は 何 

か 。 これについては 研究開発全般に 対す 

る 問いではないが、 公設 試 アンケートの 

中に公設 試 が基礎的・先端的研究に 取り 
地域への技術シーズ 提供が必要 

組む理由 ( 不可欠な理由 ) についての 質 企 柴を指導する 上で必要 

問 があ る。 これによると、 大きくは「 ( 高 外部資金獲得のため 

度な ニーズを持っ ) 企業を指導するため」 
研究 技 用としての実力を 示すため 

「地域への技術シーズの 提供」が主要な 

ものといえる ( 図 2 几 職 二の且的向上、 モラル向上 

公設計における 研究開発は、 第 1 に 公 

設 試の主要な事業であ る「技術指導」「 技 

術 相談」の裏 付けをなす技術蓄積形成を 図 2  基礎的・先端的研究が 不可欠な理由 

する業務であ り、 第 2 に研究開発そのも 
出所 : 図 1 と同じ 

のがその成果を 地域に還元するという 重 

要 な業務となっているということであ る。 第 Ⅰの研究開発は 最終的に個別企業のためのも 

のであ り、 第 2 の研究開発は 地域産業といった 大きさに向けられているという 特徴があ る。 

4. 公設計における 研究開発内容の 変 運 

公設 試 においてどのような 研究開発が行われてきたかを「科学技術研究調査」のデータ 

から見てみることにする。 なお、 工業系の公設 計の データに相当するものとして、 ここで 

は 「科学技術研究調査」におけ   

る 公営研究機関の 工学分野の値 
  

を 見る。 

1975 年以降の工学系公営所 

  究 機関の研究段階 別 研究費の シ こ 

エ アを見ると、 80 年以降基礎研   
究 め シェアは漸減傾向にあ ると 

いえる。 80 年代中頃 以降増加し 

ているのは応用研究であ り、 応           00 01 

用 研究の増加に 対応して開発研 I  ---S@Wgg  -*-t5fflff%  -*Ba%gfg@   

究 め シェアは低下している。 基 図 3  研究段階 別 研究費シェアの 推移 

礎 研究が 1 割弱の水準で 漸減傾 料 出 所 学技術研究調査各年版より 作成 

向 であ るため、 応用研究と開発 

研究のシェアの 増減は対称的な 形となっている。 

しかし 1999 年以降、 応用研究のシェアは 急落して、 開発研究との 逆転が起こり、 80 年 

以前の水準に 戻った感があ る 

5. 地域における 科学技術政策と 公設計 

本稿の冒頭で 公設 詰 は、 地方公共団体が 技術的知識を 直接的に生産し、 提供する科学技 
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術 施策であ る、 と記述した。 図 8 に見られるような 公設 諸 における研究開発の 内容の変化 

はその背後にあ る地域における 科学技術政策の 変化によっている。 以下では地域科学技術 

政策変遷に沿って 整理してみる。 

  1 ) 第 1 期 : 技術指導の裏 付けとしての 研究開発 期 (1080 年代中頃 以前 ) 

工業系公設試の 設置は明治時代にまでさかのぼることができるが、 80 年代中頃 までの公 

設諸政策は地域それぞれの 独自の事情で 推進されていた。 多くは地場産地に 対応した伝統 

曲技術 ( 窯業や木工など ) や基盤的な製造技術 ( 金属、 機械など ) などの地場企業のニー 

ズに対応することが 中心的な任務であ り、 地場の企業の 製品の品質検査 ( 成績 書 交付など 

0 品質保証を含む ) や 技術指導、 新技術の普及促進などが 主要な任務であ った。 研究開発 

についても、 技術指導、 技術相談に対応するため、 技術的蓄積を 作るための研究開発が 中 

心 であ った。 「技術高度化」 をめざし、 「製品開発指向」であ ったと考えられる。 

( 2 ) 第 Ⅱ 期 : 技術シーズ提供型研究の 隆盛期 (1980 年代中頃 ～ 2000 年前後 ) 

こうした状況に 転機が訪れるのは 80 年 

代 中頃 であ る。 円高や中国の 台頭による 地 
政策の動き 

表 2  地域に対する 政策の動き 

内容 
減産業の空洞化への 対応が求められたこと 高度技術工業葉 先端技術に よ る地域開 

や 、 産業にも加工組立型産業など 技術集 約地域開発促進 発というコンセプト。 推   

こと、 また台頭しつつあ ったハイテクへの 科学技術政策大 公設試の活性化、 地域 

期待から 「先端技術による 地域開発」 とい 
網 (1992 年 ) における研究開発機能の 

強化を支援。 
ラコンセプトが 登場してきたのであ る。 地域における 料 地域における 科学技術   

公設 試 が基礎的・先端 
テクノポリス 法 (1983 年 ) や頭脳立地法 本方針 (1995 年 ) 的分野に取組み、 研究 シ 

(1989 年 ) であ った。 こうした法律の 他に 一ズを 提供による地域 産 も 科学技術基本法 (1995 年 ) や「地域に 科学技術基本法 案活性化貢献に 科学技術振興における 期待。 
おける科学技術活動の 活性化に関する 基本 (1995 年 ) 地方公共団体の 責務の明 

指針」 (1995 年 ) にも 「先端技術による 地 
- 一 @ - ヰ 己 。 

域 開発」 という視点が 組み込まれてい る 

公設 試 もこうした法律を 背景とした地域開発事業のもと、 これまでの技術指導中心の 事 

業内容から、 先端技術に関する 研究開発や、 研究開発成果によるハイテク 産業育成が指向 

された。 その政策実施機関として、 公設試の研究開発はシーズ 提供型の色合いな 強めて 行 

く。 図 3 において応用研究が 増加する時期は、 テクノポリス 計画などによる 「地域への 技 

術 シーズ提供」 というコンセプトが 注目されていた 時期に符合する。 

( 3 ) 第 Ⅲ 期 : 再び企業支援のための 研究開発への 回帰 (2000 年前後～ ) 

バブル経済； ; 崩壊し、 地方財政が厳しい 状況となって、 地方公共団体が 行 う 事業への 社 

会の視線は厳しいものとなってきている。 公設計 は ついても地元企業への 「目に見える 支 

援 」 を求める声が 強くなってきており、 地域企業ニーズに 直結した分野での 技術支援、 研 

究開発に重点を 置く動きが増加した。 地方公共団体の 中には高度な 研究開発指向から、 事 

業化 ・実践指向に 、 大きく転換する 動きも見られるようになり 3) 、 r 企業支援回帰」へと 

再び事業内容の 変化が現れてきている。 

こうした回帰については、 先の公設 計 アンケー ト の中でも設問があ る。 ここ 20 年ほど   
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の間でいったん 基礎研究や先端研究に 研 

究開発の重点がシフトしながら 再び 開 
(%)   

発 ・実用化研究に 方向転換した 公設 試 ㎎ 85-l990 年頃 

(83 機関中 12 機関 ) に対して、 百方向 
l99l-l995 年頃 

転換の時期と 背景を質問したものであ る。 
l996-2000 年頃 

時期としては「 90 年代後半」「 2001 年以 

降 」で 8 割となっており、 2000 年前後に 
200l 年収 肝 

回帰の動きがあ ったことは確かであ ろう よくわからない 

と 考えられる ( 図 4 ㌦またこうした 回帰 (N,l2) 

の赴 こった背景や 理由としては、 「財政 図 4  研究内容が開発・ 実用化研究に 方向転換し 

当局などより 地元企業等への 技術移転を た時期 

求められるようになった」、 「バブル後の 出所 : 図 1 に同じ 

国の施策で実用化研究を 重視したものが 

増えた」、 「整備計画や 機関評価の中で 新しい方向が 示された」などが 挙げられている   

6 . おわりに 

第 1 期から 第 Ⅲ期に 公設 試 

至る、 公設計における 。 竪 8 企業のニーズを 支援 

研究開発の位置づけの   技術指導 
技術 持 矢文 援 

変化をまとめたのが 図 

5 であ る。 公設 試は地 
    

域 科学技術政策の 変化 第 I 期 第 Ⅱ 期 第 Ⅲ 期 

によってその 研究開発 図 5  公設 諸 における科学技術研究開発の 変化のイメージ 

のあ り方や位置づけを 

変化させてきた。 

今後の検討課題としては、 第 Ⅱ期で目指された 技術シーズ提供型の 研究開発はなくなっ 

たわけではないが、 第 Ⅲ期に回帰の 動きが出てきたことについては、 より詳細な分析が 必 

要 であ る。 また 第 Ⅱ期が国側のコンセプト 推進であ ったのに対し、 第 Ⅲ期は地方の 側から 

の方向修正であ ったということは、 国における地域科学技術政策について 再検討の余地が 

あ るのではないかと 考えさせる。 さらに、 中小企業の技術力の 向上など公設 試 が直面する 

環境は変化しており、 第 Ⅲ期の公設 試は第 1 期に単純に回帰するわけにはいかず、 新たな 

研究開発のあ り方や形を模索しなければならない。 

注 [ 1 ] 佐脇 政 争 「公設試験研究機関の 活動に関する 調査時期 : 2005 年 5 月～ 6 月 

現状分析」 ( 研究・技術計画学会第 18 回年次学術大会 [ 3 ] 神奈川県の「ものづくり 技術支援強化 3 年・ 3 

報告 ) 倍増計画」 など。 

[ 2 ] 調査方法 : 郵送による調査票の 発送・回収 参考文献 

調査対象 : 都道府県立の 工業系公設 試 100 機関 「 1 ] 鈴木茂 (2001) 「ハイテク型開発政策の 研究」   

有効回収 : 83 機関 ( 回収率 83%0) ミネルヴァ書房 
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